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最低賃金に関する実態調査
R3 R4 R5 R6 R7

中 位 数 ( 円 ） 1,275 1,250 1,319 1,350 1,368
1 対 前 年 上 昇 率 （ ％ ） 5.5 ▲ 2.0 5.5 2.4 1.3

第 1 ･ 20 分 位 数 ( 円 ） 964 992 1,023 1,064 1,114
～ 対 前 年 上 昇 率 （ ％ ） 0.0 2.9 3.1 4.0 4.7

第 1 ･ 10 分 位 数 ( 円 ） 970 995 1,027 1,070 1,115
99 対 前 年 上 昇 率 （ ％ ） 0.6 2.6 3.2 4.2 4.2

地 域 最 低 賃 金 ・ 時 間 額 ( 円 ） 992 1,023 1,064 1,114
人 対 中 位 数 比 率 （ ％ ） 77.8 81.8 80.7 82.5

対 第 1 ・ 20 分 位 数 比 率 (%) 102.9 103.1 104.0 104.7
対 第 1 ・ 10 分 位 数 比 率 (%) 102.3 102.8 103.6 104.1

中 位 数 （ 円 ） 1,292 1,242 1,350 1,375 1,420
1 対 前 年 上 昇 率 （ ％ ） 1.7 ▲ 3.9 8.7 1.9 3.3

第 1 ･ 20 分 位 数 ( 円 ） 964 992 1,006 1,066 1,114
～ 対 前 年 上 昇 率 （ ％ ） 1.5 2.9 1.4 6.0 4.5

第 1 ･ 10 分 位 数 ( 円 ） 965 995 1,023 1,079 1,120
9 対 前 年 上 昇 率 （ ％ ） 0.1 3.1 2.8 5.5 3.8

地 域 最 低 賃 金 ・ 時 間 額 ( 円 ） 992 1,023 1,064 1,114
人 対 中 位 数 比 率 （ ％ ） 76.8 82.4 78.8 81.0

対 第 1 ・ 20 分 位 数 比 率 (%) 102.9 103.1 105.8 104.5
対 第 1 ・ 10 分 位 数 比 率 (%) 102.8 102.8 104.0 103.2

（注）最低賃金時間額については、当該年度改正額。

１．勤労者世帯の１世帯当たりの１ヶ月消費支出
R2 R3 R４ R5 R6
276,430 270,545 280,698 300,829 297,017

▲ 5.3 ▲ 2.1 3.8 7.2 ▲ 1.3
3.3 3.28 3.1 3.27 3.33
0.0 ▲ 0.6 ▲ 5.5 5.5 1.8

２．標準生計費
R2 R3 R４ R5 R6
94,510 115,660 100,270 131,660 112,980

▲ 23.0 22.4 ▲ 13.3 31.3 ▲ 14.2
128,740 182,950 152,040 136,690 140,790

▲ 5.5 42.1 ▲ 16.9 ▲ 10.1 3.0
171,410 204,190 181,520 240,790 199,970
▲ 18.2 19.1 ▲ 11.1 32.7 ▲ 17.0

３．生活保護状況
R2 R3 R4 R5 R6
219,699 219,101 218,603 219,247 219,125

▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 0.2 0.3 ▲ 0.1
273,994 270,434 267,462 266,576 264,449

▲ 1.5 ▲ 1.3 ▲ 1.1 ▲ 0.3 ▲ 0.8
241,321 237,617 236,180 234,862 232,576

▲ 1.6 ▲ 1.5 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 1.0
資料出所：大阪府社会援護課

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

年度　

年　

消 費 支 出 （ 円 ）
対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）
１ 世 帯 人 員 （ 人 ）
対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

資料出所：総務省統計局「家計調査報告」

各年4月

１ 人 世 帯 （ 円 ）

　大阪府最低賃金 経年的データ

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

２ 人 世 帯 （ 円 ）
対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）
４ 人 世 帯 （ 円 ）
対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

資料出所：大阪府人事委員会(各年４月）

年度　

被 保 護 実 世 帯 （ 世 帯 ）
対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）
被 保 護 実 人 員 （ 人 ）
対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）
生 活 ・ 住 宅 扶 助 費 計 （ 百 万 円 ）
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令和２年＝100

・総合

R2 R3 R4 R5 R6

100.0 99.4 101.9 105.3 108.3

▲ 0.1 ▲ 0.6 2.5 3.4 2.8

R2 R3 R4 R5 R6

100.0 99.1 102.0 106.0 109.5

▲ 0.2 ▲ 0.9 2.9 3.9 3.2

R2 R3 R4 R5 R6

100.0 99.5 101.7 104.9 107.7

▲ 0.3 ▲ 0.5 2.2 3.2 2.6

５．春季賃上げ妥結状況

・産業別妥結状況（加重平均）　　

R3 R4 R5 R6 R7

妥 結 額 （ 円 ） 5,422 5,967 10,792 14,578 15,948

賃 上 率 （ ％ ） 1.83 2.00 3.62 4.82 5.11

妥 結 額 （ 円 ） 5,341 6,307 11,475 16,419 18,016

賃 上 率 （ ％ ） 1.78 2.07 3.84 5.35 5.67

妥 結 額 （ 円 ） 5,493 5,582 10,029 12,663 13,706

賃 上 率 （ ％ ） 1.87 1.90 3.38 4.25 4.49

・企業規模別妥結状況（加重平均）

R3 R4 R5 R6 R7

妥 結 額 （ 円 ） 5,246 4,486 8,179 8,107 7,152

賃 上 率 （ ％ ） 1.89 1.52 2.75 2.9 2.34

妥 結 額 （ 円 ） 4,132 5,377 7,537 9,465 9,757

賃 上 率 （ ％ ） 1.63 2.08 2.94 3.59 3.54

妥 結 額 （ 円 ） 4,921 5,529 8,416 11,311 11,851

賃 上 率 （ ％ ） 1.82 2.03 3.10 4.13 4.21

妥 結 額 （ 円 ） 4,760 5,476 8,213 10,917 11,349

賃 上 率 （ ％ ） 1.78 2.04 3.06 4.01 4.04

妥 結 額 （ 円 ） 5,422 5,967 10,792 14,578 15,948

賃 上 率 （ ％ ） 1.83 2.00 3.62 4.82 5.11

妥 結 額 （ 円 ） - - - - -

賃 上 率 （ ％ ） - - - - -

・妥結額・賃上げ率の年次推移（加重平均）

R3 R4 R5 R6 R7

5,422 5,967 10,792 14,578 15,948

1.83 2.00 3.62 4.82 5.11

資料出所：大阪府商工労働部雇用推進室労働環境課

年

妥 結 額 （ 円 ）

賃 上 げ 率 （ ％ ）

２９人以下

３０人～９９人

１００人～２９９人

２９９人以下

総平均（加重）

総平均（単純）

年

年

消 費 者 物 価 指 数

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

・生鮮食品を除く総合

年

消 費 者 物 価 指 数

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

年

全　　産　　業

製　　造　　業

非　製　造　業

４．消費者物価指数

年

消 費 者 物 価 指 数

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

・持家の帰属家賃を除く総合
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６．事業所規模別きまって支給する給与額及び地域間・規模間格差

R2 R3 R4 R5 R６

実　額　（円） 213,049 220,137 213,166 223,577 226,119

地 域 間 格 差 91.5 94.3 90.3 97.4 95.5

規 模 間 格 差 71.9 74.3 70.2 72.8 70.7

実　額　（円） 268,842 271,339 274,650 279,882 290,979

地 域 間 格 差 82.5 82.1 81.7 81.1 82.2

規 模 間 格 差 90.8 91.5 90.4 91.1 91.0

実　額　（円） 296,153 296,456 303,830 307,249 319,924

地 域 間 格 差 83.3 82.0 81.3 80.1 81.8

実　額　（円） 233,579 236,522 243,421 238,945 250,588

地 域 間 格 差 98.9 94.0 92.6 99.2 102.0

規 模 間 格 差 72.2 71.6 71.8 69.3 70.8

実　額　（円） 301,493 309,068 319,273 322,368 340,168

地 域 間 格 差 78.9 78.2 82.8 80.9 85.4

規 模 間 格 差 93.2 93.5 94.2 93.5 96.2

実　額　（円） 323,644 330,444 338,960 344,618 353,785

地 域 間 格 差 81.0 79.7 81.5 80.3 81.0

実　額　（円） 216,708 247,228 213,977 224,834 223,962

地 域 間 格 差 89.1 100.5 89.9 101.5 94.3

規 模 間 格 差 78.3 87.6 74.1 79.6 75.5

実　額　（円） 257,196 262,827 266,647 261,574 268,209

地 域 間 格 差 78.9 80.3 78.8 76.1 77.2

規 模 間 格 差 92.9 93.1 92.4 92.6 90.4

実　額　（円） 276,726 282,240 288,597 282,610 296,697

地 域 間 格 差 87.2 74.7 73.4 71.2 74.7

（注）規模間格差；規模３０人以上＝１００　　　地域間格差；東京＝１００

７．新規学卒者（高卒）の初任給額（企業規模計10人以上） （単位：千円）

R2 R3 R4 R5 R６

179.5 181.6 183.4 189.0 200.5

1.3 1.2 1.0 3.1 6.1

177.6 180.7 181.7 187.4 199.8

4.2 1.7 0.6 3.1 6.6

178.3 181.2 191.1 190.0 192.0

▲ 2.1 1.6 5.5 ▲ 0.6 1.1

171.3 179.9 193.5 172.0 202.2

▲ 7.4 5.0 7.6 ▲ 11.1 17.6

179.4 185.3 181.5 195.8 204.1

0.6 3.3 ▲ 2.1 7.9 4.2

174.6 176.3 177.6 183.2 191.7

0.6 1.0 0.7 3.2 4.6

174.1 173.0 178.6 179.6 188.0

3.4 ▲ 0.6 3.2 0.6 4.7

172.0 185.2 180.5 186.7 195.1

0.1 7.7 ▲ 2.5 3.4 4.5

174.0 179.6 175.1 190.5 194.8

▲ 13.3 3.2 ▲ 2.5 8.8 2.3

180.3 179.2 172.5 188.8 193.9

4.9 ▲ 0.6 ▲ 3.7 9.4 2.7

資料出所：厚生労働省大臣官房統計情報部「賃金構造基本統計調査」（各年６月）

サ ー ビ ス 業

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

女性

産 業 計

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

製 造 業

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）
卸 売 ・ 小 売 業

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）
医 療 、 福 祉

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

男性

産 業 計

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

製 造 業

サ ー ビ ス 業

卸
売
・
小
売
業

１～４人

５人以上

３０人以上

資料出所：厚生労働省大臣官房統計情報部「毎月勤労統計調査」

年　

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）
卸 売 ・ 小 売 業

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）
医 療 、 福 祉

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

製
造
業

１～４人

５人以上

３０人以上

年　

調
査
産
業
計

１～４人

５人以上

３０人以上
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８．女性短時間（パートタイム）労働者の賃金

R2 R3 R4 R5 R６

45.4 45.0 45.3 46.0 45.6

6.1 6.0 6.5 6.6 6.6

14.6 14.6 14.8 15.0 14.3

5.1 5.0 5.2 5.2 5.3

1,448 1,357 1,355 1,361 1,431

23.3 ▲ 6.3 ▲ 0.1 0.4 5.1

48.2 45.2 46.1 44.0 47.6

5 7.3 7.9 9.1 6.5 9.1

～ 14.5 14.5 14.4 12.9 14.0

9 4.8 4.6 4.8 4.9 4.8

人 1,415 1,365 1,493 1,477 1,513

18.7 ▲ 3.5 9.4 ▲ 1.1 2.4

51.6 49.1 50.6 51.9 50.6

9.2 8.6 9.5 9.4 9.4

18.1 18.4 17.8 17.3 16.8

5.6 5.6 6.0 5.6 5.8

1,119 1,098 1,188 1,281 1,208

▲ 0.9 ▲ 1.9 8.2 7.8 ▲ 5.7

42.9 44.0 42.9 45.0 43.3

5.7 6.8 7.0 7.3 5.9

15.1 15.7 15.5 15.4 14.7

5.0 5.1 5.2 5.1 5.3

1,267 1,180 1,231 1,234 1,253

13.9 ▲ 6.9 4.3 0.2 1.5

資料出所：厚生労働省大臣官房統計情報部「賃金構造基本統計調査」(各年６月）

９．パートタイム労働者比率

R2 R3 R4 R5 R６

32.5 31.8 32.3 32.5 31.3

資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」

１０．最低賃金額と時間当たり所定内給与額の比率（企業規模１０人以上）

R2 R3 R4 R5 R６

964 992 1,023 1,064 1,114

1,942 1,981 2,005 2,061 2,161

49.6 50.1 51.0 51.6 51.5

1,587 1,430 1,474 1,430 1,520

60.7 69.4 69.4 74.4 73.3

1,448 1,357 1,355 1,361 1,431

66.6 73.1 75.5 78.2 77.8

調 査 産 業 計 ( ％ )

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

大 阪 府 最 低 賃 金 （ 円 ）

短時間労働者
（男女計）

時 間 当 た り 所 定 給 与 （ 円 ）

時 間 額 比 （ ％ ）

短時間労働者
（女性）

時 間 当 た り 所 定 給 与 （ 円 ）

時 間 額 比 （ ％ ）

一般労働者
（男女計）

時 間 当 た り 所 定 給 与 （ 円 ）

時 間 額 比 （ ％ ）

１日当たり所定内実労働時間 数 (時）

１ 時 間 当 た り 所 定 内 給 与 額 ( 円 ）

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

卸
売
・
小
売
業

全
規
模

年 齢 ( 歳 ）

勤 続 年 数 ( 年 ）

実 労 働 日 数 ( 日 ）

１日当たり所定内実労働時間 数 (時）

１ 時 間 当 た り 所 定 内 給 与 額 ( 円 ）

製
造
業

全
規
模

年 齢 ( 歳 ）

勤 続 年 数 ( 年 ）

実 労 働 日 数 ( 日 ）

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

年　

産
業
計

全
規
模

年 齢 ( 歳 ）

勤 続 年 数 ( 年 ）

実 労 働 日 数 ( 日 ）

１日当たり所定内実労働時間 数 (時）

１ 時 間 当 た り 所 定 内 給 与 額 ( 円 ）

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

年 齢 ( 歳 ）

勤 続 年 数 ( 年 ）

実 労 働 日 数 ( 日 ）

１日当たり所定内実労働時間 数 (時）

１ 時 間 当 た り 所 定 内 給 与 額 ( 円 ）

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）
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１１．賃金改定状況調査第４表（Ａランク）

①男女別

R3 R4 R5 R6 R7

0.3 1.4 2.3 2.2 2.1

0.3 1.3 2.0 1.9 1.6

0.3 1.8 2.6 2.5 2.6

②一般・パート別

R3 R4 R5 R6 R7

0.3 1.3 2.2 2.2 2.1

0.2 1.8 2.6 2.2 2.1

③対象年とその前年の両方に在籍していた労働者のみを集計

R3 R4 R5 R6 R7

2.0 2.4 2.7 2.9

2.2 2.2 2.5 2.7

2.7 2.7 2.9 3.2

2.4 2.4 2.7 3.0

2.6 2.6 2.7 2.7

１２．大阪府最低賃金適用業種の未満率

R3 R4 R5 R6 R7

2.9 2.2 2.9 1.3 2.3

１３．工業生産指数

R2 R3 R4 R5 R６

100.0 103.9 99.4 96.0 92.6

▲ 10.6 3.9 ▲ 4.3 ▲ 3.4 ▲ 3.5

資料出所：大阪府総務部統計課「大阪府工業指数　生産・出荷・在庫の推移　統計データ」

１４．大型小売店販売状況

R2 R３ R4 R5 R6

1,556,054 1,567,758 1,722,447 1,904,938 2,071,281

▲ 14.8 0.8 9.9 10.6 8.7

682,066 709,087 863,753 1,009,136 1,147,415

▲ 30.1 4.0 21.8 16.8 13.7

873,988 858,671 858,694 895,802 923,865

2.7 ▲ 1.8 0.0 4.3 3.1

（注）販売額は全店ベース、前年同期比は全店ベース。

男女計（一般パート計） 調査産業計賃金上昇率（％）

男 性 調査産業計賃金上昇率（％）

女 性 調査産業計賃金上昇率（％）

一 般 調査産業計賃金上昇率（％）

パ ー ト 調査産業計賃金上昇率（％）

合 計 調査産業計賃金上昇率（％）

男 性 調査産業計賃金上昇率（％）

女 性 調査産業計賃金上昇率（％）

前 年 比 （ ％ ）

一 般 調査産業計賃金上昇率（％）

パ ー ト 調査産業計賃金上昇率（％）

年度

大阪府最低賃金適用業種の未満率(%)

※未満率の算出方法：１円刻みで集計した労働者数

年　

製 造 工 業

（令和２年＝100.0）

スーパー
販 売 額 （ 100 万 円 ）

前 年 同 期 比 （ ％ ）

資料出所：近畿経済産業局「大阪府大型小売店販売状況」

年　

百貨店＋スーパー
販 売 額 （ 100 万 円 ）

前 年 同 期 比 （ ％ ）

百貨店
販 売 額 （ 100 万 円 ）

前 年 同 期 比 （ ％ ）
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R2 R3 R4 R5 R６

100.0 104.6 114.9 119.7 122.6

▲ 1.2 4.6 9.8 4.2 2.3

１７．経常利益額増減 前年度比

R3 R4 R5 R6 R7（計画）

3.1 9.1 0.6 3.7 2.3

3.7 7.8 ▲ 1.2 3.3 4.5

2.5 10.4 2.3 4.1 0.2

48.1 ▲ 2.3 17.3 ▲ 5.8 ▲ 7.1

53.2 ▲ 4.2 ▲ 6.2 ▲ 5.5 ▲ 5.3

35.3 3.4 80.4 ▲ 6.2 ▲ 9.7

１９．従業員一人当たりの付加価値額

R1 R2 R3 R4 R5

715 688 722 738 773

▲ 2.1 ▲ 3.8 4.9 2.2 4.7

資料出所：財務省「法人企業統計調査」

２０．企業倒産件数

R2 R3 R4 R5 R６

1,132 847 845 1,080 1,362

▲ 3.8 ▲ 25.2 ▲ 0.2 27.8 26.1

177,606 82,070 93,609 104,799 196,912

▲ 21.6 ▲ 53.8 14.1 12.0 87.9

資料出所：大阪府商工事部（大阪産業経済リサーチセンター）「大阪経済の情勢」、大阪府総務部統計課「大阪府統計年鑑」

倒産件数
調査産業計

前年度比（％）

負債額
調査産業計（百万円）

前年度比（％）

年度

調 査 産 業 計 （ 万 円 ）

前 年 度 比 （ ％ ）

経常利益

調査産業計（％）

製造業（％）

非製造業（％）

資料出所：日本銀行大阪支店「全国企業短期経済観測調査結果」

年度

売上高

調査産業計（％）

製造業（％）

非製造業（％）

１５．企業物価指数 令和２年＝100

年

企 業 物 価 指 数

対 前 年 上 昇 率 （ ％ ）

資料出所：日本銀行調査統計局「企業物価指数」

18.売上高経常利益率
年 R5　4-6 R5　7-9 R5　10-12 R6　1-3 R6　4-6 R6　7-9 R6　10-12 R7　1-3

調査産業計（％） 15.5 9.4 9.5 9.4 14.8 6.6 10.4 8.8
資料出所：財務省近畿財務局「法人企業統計調査」

1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6
▲ 31.2 ▲ 29.2 ▲ 26.8 ▲ 29.0 ▲ 27.1 ▲ 17.4 ▲ 27.0 ▲ 20.0 ▲ 22.5 ▲ 14.1 ▲ 12.7 ▲ 14.9 ▲ 20.8 ▲ 15.9 ▲ 17.7 ▲ 19.9 ▲ 21.8 ▲ 18.8

▲ 30.3 ▲ 22.1 ▲ 26.1 ▲ 28.4 ▲ 25.0 ▲ 18.8 ▲ 24.5 ▲ 19.6 ▲ 22.0 ▲ 12.3 ▲ 5.0 ▲ 7.5 ▲ 20.3 ▲ 15.8 ▲ 17.8 ▲ 20.1 ▲ 21.5 ▲ 21.1

▲ 31.7 ▲ 31.9 ▲ 27.0 ▲ 30.1 ▲ 27.9 ▲ 16.9 ▲ 27.9 ▲ 20.2 ▲ 22.6 ▲ 14.8 ▲ 15.6 ▲ 17.9 ▲ 21.0 ▲ 15.9 ▲ 17.6 ▲ 19.9 ▲ 21.9 ▲ 17.9

（注）令和4年以前は「2023年4－6月期報告」から集計し、令和5年以降は、「2025年4－6月速報」から集計している。

期間

調 査 産 業 計

製 造 業

非 製 造 業

資料出所：独立行政法人中小企業基盤整備機構（「中小企業景況調査」）

１６．業況判断（ＤＩ） 前期比

年 R3 R4 R5 R6 R7
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